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1. まえがき
世界無線通信会議（WRC: World Radiocommunication

Conference）－07での世界共通の周波数割当てに向け

て，国際電気通信連合・無線通信部門（ITU －R:

International Telecommunication Union－Radio communi-

cation Sector）作業部会（WP: Working Party）8Fは，

第3世代移動通信（IMT－2000）高度化システムとその

後継システム（IMT－Advanced）の所要周波数帯域幅

算出のための技術検討を行った．

2010～2020年までの所要周波数帯域幅の算出にあた

り，ITU－Rは将来の多様化するアプリケーションのト

ラフィックを適切に扱うこと，またトラフィックを収

容するうえで複数の無線通信手段を考慮することなど

の基本方針を策定し，これに基づいて2010年以降のサ

ービス・市場動向，技術動向などについて広範囲な分

析を行い，これらの要因を反映した新しい所要周波数

帯域幅算出法を作成した[1][2]．ITU－Rでは，さらに，

その加盟国およびITU外の標準化機関などに送付した

アンケートの結果をまとめて，2010～2020年の世界の

移動通信市場の動向を分析し，トラフィック需要予測

および当該サービスを実現するうえで必要な無線技術

の動向予測を行い[3][4]，それらの予測から得られる数

値データ（パラメータ値）を本算出法に使用してより

精密な所要周波数帯域幅の算出を行った[5]．

ドコモは，次世代移動通信用周波数の世界共通の割

当て実現に向けて，日本代表団の一員として，ITU－R

での所要周波数帯域幅算出のための技術的検討に積極

的に貢献してきた．

本稿では，まず所要周波数帯域幅算出の全体の流れ

を示し，次に所要帯域幅推定に用いられた市場および

無線技術に関するパラメータ値の決定の背景や根拠に

ついて概説し，最後に算出結果と今後の課題について

述べる．

2．所要周波数帯域幅算出の流れ
ITU－Rでは，所要周波数帯域幅の検討にあたって，

その出発点を移動通信アプリケーションとし，まず将

来普及が予測されるアプリケーションについて検討を

行い，その結果に基づいて，どのような無線アクセス

技術がこれらのアプリケーションを効率的にサポート

できるかを検討した．これは，無線システムを出発点

とし，それがサポートできる移動通信アプリケーショ

ンを特定し，そのトラフィック量からそのシステムの

所要周波数帯域幅を算出する，という従来の手法とは

異なっている．

まず，将来予測される移動通信アプリケーションか

ら発生するトラフィックの総需要を算出し，アプリケ

ーションの性質に合わせて，そのトラフィックを収容

できる複数の無線通信手段に分配する．したがって，
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IMT－2000高度化システムおよびIMT－Advancedシス

テム以外の無線通信手段（無線LANやデジタルモバイ

ル放送（マルチキャスト））に流出するトラフィックに

ついても十分な検討を行うことになる．これは，移動

通信アプリケーションが状況に応じて複数の無線通信

手段で収容されることになるという将来予測に基づい

ている．例えば，電子メールは，アプリケーションの

IP化の流れによって，セルラ移動通信のみならず，無

線LANなどにも利用環境に応じて収容されるからであ

る．所要周波数帯域幅の算出法では，このような無線

通信手段間のトラフィックの分配も考慮している．

所要周波数帯域幅算出について，ITU－Rレポート完

成に向けた一連の流れを図1に示す．所要周波数帯域

幅の算出にあたっては，「周波数が必要となる時期に登

場する移動通信アプリケーションのトラフィック需要

の適切な予測」，「当該時期に使用可能となる無線アク

セス技術の適切な予測とモデル化（所要周波数帯域幅

の算出に必要な最小限の仕様を含む）」，これらの「将

来アプリケーションと無線技術を適切に考慮できる所

要周波数帯域幅の算出法」が必要となる．これらの3

要素を適切に考慮して，最終的な所要周波数帯域幅を

推定算出する．所要周波数帯域幅の算出においては，

移動通信のグローバル性を考慮して，従来のITU地域

ごとに別個に需要予測を行うのではなく，世界共通の

マーケット（高ユーザ密度シナリオと低ユーザ密度シ

ナリオ）を想定した検討が行われた．以下ではそれぞ

れの要素について解説を行う．

2.1 所要周波数帯域幅算出法
所要周波数帯域幅算出法は，勧告ITU－R M.1768に

記述されている．具体的なアルゴリズムについては文

献[2]を参照されたい．前述の要求条件を満たすため，

本算出法では，移動通信で将来提供されるサービス全

体とそれを収容可能な無線システムすべてを考慮し，

それらを分類体系化し，有限個のサービス種別（SC：

Service Category）と無線アクセス技術群（RATG：

Radio Access Technique Group）で議論している．同様

に，サービス利用パターンとユーザ密度（Teledensity）を

用いてサービス環境（SE：Service Environment）を，セ

ル展開の観点から無線環境（RE：Radio Environment）

をそれぞれ分類体系化した．SC，SEごとに集計され

たトラフィックを各RATG，REに分配し，そのトラフ

ィックを収容するために必要なシステム容量をRATG，

REごとに求めている．そして，RATG1およびRATG2

については，さらに，周波数利用効率＊1などを用いて

所要周波数帯域幅を算出している．

なお2007年のWRC－07に向けた議論においては，

RATG1（IMT－2000以前のセルラシステム，IMT－2000

とその高度化システム）および RATG2（IMT －

Advanced，ただし他のRATGに含まれない移動通信シ

ステムも含む）が所要周波数帯域幅算出の対象となっ

ている．したがって，RATG3（既存の無線LANおよび

その高度化システム）およびRATG4（デジタルモバイ

ル放送（マルチキャスト）とその高度化システム）に

ついては，これらのシステムに分配されるトラフィッ

ク量のみを算出し，この流出トラフィックを考慮する

ことによってRATG1およびRATG2のトラフィック需

要の推定精度を向上させている．したがって，RATG3

およびRATG4に関係する無線システムの所要周波数帯

域幅の算出は行っていない．すなわち，これらについ

ては，その無線技術など周波数利用効率に関する検討

を行っていない．

システム容量の算出にあたっては，トラフィックの

＊1 周波数利用効率：単位時間，単位周波数帯域当りに送信できる情
報ビット数．

当該時期における移動 
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と無線技術を適切に考 
慮できる所要周波数帯 
域幅算出法 
（ITU－R勧告M.1768） 

当該時期に使用可能 
となる無線アクセス技術 
の適切な予測とモデル化 
 
（ITU－RレポートM.2074） 

所要周波数帯域幅レポート 
（ITU－RレポートM.2078） 

所要周波数帯域幅の算出 

図1 所要周波数帯域幅レポート完成に向けた流れ
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性質により予約型（従来の回線交換型トラフィックに適用

可能）とパケット交換型の2種類の算出法を使い分けてい

る．いずれの容量算出法も，アプリケーションの多様化に

起因するトラフィックの性質の違いを利用した統計多重効

果＊2が得られるように設計されている[1][2]．

2.2 需要トラフィックの予測
将来のトラフィック需要の算出に際しては，収集可能な

範囲で市場データを集め，それに基づいた予測を行うこと

が要求されている．ITU－R WP8FはITU加盟国およびITU

外部機関を対象にアンケート調査を行い，その回答から得

られた将来の移動通信サービスの需要予測を基にトラフィ

ック量を算出した[3]．

しかしながら各国における需要予測はその国の市場の成

熟度や文化的背景などで千差万別であり，それらを類型化

し取りまとめたが，最終結果としてはマーケット関連の各

パラメータの値にある程度の幅を持たせることで合意し

た．一方，所要周波数帯域幅の算出においては世界共通の

需要予測として具体的な値に絞り込む必要がある．そこで

所要周波数帯域幅の算出においては，幅を持つマーケット

分析結果の値に対して，主にユーザ密度の発展度合いの異

なる2種類の市場シナリオ（高ユーザ密度シナリオ／低ユ

ーザ密度シナリオ）を想定し，それぞれの市場シナリオに

合致するマーケット値をそれぞれ策定することとした．ま

た，ITU－Rでは，これら2つの市場シナリオにおいて，そ

れぞれ最終的に到達する市場規模は同一となるが，経済的

背景などの違いにより，国によって市場の立上がり時期に

時間的な差異が存在する点を考慮して，Time shift approach

の概念を採用することとした．具体的には，2つの市場シ

ナリオに対応した市場成長曲線に対して，それぞれ市場の

立上がり時期が5年ごとに異なる3つの市場成長曲線（成

長率は同一）をさらに設定した．Time shift approachの概念

図を図2に示す．3つの曲線は市場の成熟度合いを示してお

り，曲線の形状および最終的に到達する市場の成熟度は同

一とすることで合意した.

このように市場展開のシナリオを2つの市場シナリオ（2

種類の市場成長曲線）および同一の成長率だが時間軸に差

を与えた3つの市場成長曲線を用いて整理することで，各

国から提案されたさまざまな需要予測シナリオを効率的に

集約しモデル化することに成功している．また，具体的な

所要周波数帯域幅算出においては，各市場シナリオにおけ

る中間の市場立上がり時期を示す市場成長曲線（図2にお

ける中間シナリオ）を用いて算出することで合意した．こ

れにより，最終的に市場成長率の異なる2種類の市場成長

曲線（高ユーザ密度と低ユーザ密度シナリオ）の2020年に

おける需要をベースとして，所要周波数帯域幅を算出する

こととなった．

2.3 無線関連パラメータ値の決定
次世代移動通信システムである IMT －2000 高度化

（RATG1）とIMT－Advanced（RATG2）に対して，所要周波

数帯域幅を算出するためには，トラフィック需要予測とと

もに，所要周波数帯域幅算出に必要な無線システムの仕様

を設定する必要がある．ITU－Rでは，IMT－2000のように

すでに詳細な無線インタフェースの仕様を持つ無線システ

ムと，IMT－Advancedのように詳細な仕様を今後作成する

無線システムの両方を考慮する必要があるため，RATGご

とにモデル化を行い，所要周波数帯域幅算出に必要な最小

限度の無線仕様（無線パラメータ）を策定することとした．

これらのパラメータとして，ITU－Rは，無線システム

（RATG）が達成可能なデータレート，キャリア幅，周波数

利用効率などを選定した．さらに，市場の立上がりと連動

するパラメータとして，人口カバー率，セルサイズ，RATG

間のトラフィックの分配比率などを採用することとした．

各無線関連パラメータ値の決定に際しては，先に合意さ

れている無線関連（Radio Aspects）レポート[4]を基に議論

＊2 統計多重効果：複数のトラフィックが1つのチャネルを共用する場合，
ユーザ数が増加するほどその情報量のピーク時間が重なる確率が小さく
なるため，情報量が平滑化され，各ユーザに個別に帯域を与える場合よ
りも帯域を有効に利用できること．

市
場
規
模 

2010 2015 2020 時間（年） 

市場の立上がり 
時期が比較的早期のシナリオ 

中間 
シナリオ 遅期シナリオ 
中間 
シナリオ 遅期シナリオ 

市場の立上がり 
時期が比較的早期のシナリオ 

所要周波数帯域幅算出 
に使用する市場規模 

図2 Time shift approachの概念
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が行われた．このレポートに加え，RATG1に関する無

線パラメータ値に関しては，3GPP（3rd Generation

Partnership Project）など関連標準化団体での最新の検

討状況（IMT－2000の長期発展型であるLTE（Long

Term Evolution）の技術パラメータ）も考慮して議論

し，各無線関連パラメータ値が決定された．最終的に

合意され所要周波数帯域幅算出に用いられた主な各無

線関連パラメータを表1に，セルサイズを表2，および

RATG間のトラフィックの分配比率を表3に示す．

RATG2の周波数利用効率に関しては，MIMO

（Multiple Input Multiple Output）伝送技術＊3などの伝送

容量増大化技術の適用を想定している．このため，採

用された周波数利用効率は，将来の技術が大きく進展

することを期待し，ともに理論限界に近い値となって

いる．主としてマクロセルにおける性能の差に起因す

る2種類のパラメータセットが採用されている（表1

（b））．ベンダを中心に実際の装置化を十分考慮すべき

との意見も出されたが，最終的には，より一層の周波

数有効利用を求めるITU－Rの意向が大きく反映される

結果となった．

セルサイズについては，算出される所要周波数帯域

幅が過剰な値とならないよう，小セル化が十分に進ん

だ状況を想定し決定している（表2）．

RATG間のトラフィック分配比率については，2010

年以降にRATG2が段階的に拡大するシナリオを想定

し，年次が進むにつれてより多くのトラフィックが

RATG2に配分されるように設定されている（表3）．

3．所要周波数帯域幅
前章により決定されたパラメータセットを用いて，

所要周波数帯域幅の算出が行われた．事業者数をパラ

メータとした場合の2020年における所要周波数帯域幅

の算出結果を表4に示す．これらは，高ユーザ密度と

低ユーザ密度の2つの市場シナリオにそれぞれ対応し

ている．

低ユーザ密度シナリオは，IMT－2000がいまだ普及

途上の国々を考慮し，高ユーザ密度シナリオと比較し

てマルチメディアトラフィックの進展が十分見込めな

い市場を想定している．そのため，低ユーザ密度のシ

ナリオではRATG2に対する所要周波数帯域幅が比較的

小さい値となっている．

最終的には，事業者数が1の基本需要の場合におい

て，RATG1とRATG2を合わせて，それぞれのシナリ

＊3 MIMO伝送技術：複数の送受信アンテナを用いて信号の空間多重
を行い，通信品質および周波数利用効率の向上を実現する信号伝
送技術．

表1 無線パラメータ

（a）RATG1

RE

マクロセル マイクロセル ピコセル ホットスポット

サポート可能な
データ速度（Mbit/s） 20

Stationary/
pedestrian,
low, high

40

2

40

Stationary/
pedestrian,
low

40

4

40

Stationary/
pedestrian

40

4

－

－

－

－

サポート可能な
モビリティクラス

キャリア幅（MHz）

周波数利用効率
（bit/s/Hz/Cell）

（b）RATG2

RE

マクロセル マイクロセル ピコセル ホットスポット

サポート可能な
データ速度（Mbit/s） 50

Stationary/
pedestrian,
low, high

20

4.5

6

100

Stationary/
pedestrian,
low

20

6

8

1,000

Stationary/
pedestrian

120

7.5

10

1,000

Stationary/
pedestrian

120

9

10

サポート可能な
モビリティクラス

キャリア幅（MHz）

周波数
利用効率
（bit/s/Hz/Cell）

セット#1

セット#2

RATG間分配比率

RATG1 RATG2

2010年

2015年

2020年

100％

50％

10％

0％

50％

90％

表3 RATG間のトラフィック分配比率

表2 セルサイズの設定　　　（単位：km2）

Teledensity

都市密集部 準都市部 郊外地

マクロセル

マイクロセル

ピコセル

ホットスポット

RE

0.10

0.07

0.0016

0.00065

0.15

0.10

0.0016

0.00065

0.22

0.15

0.0016

0.00065

建物進入損を考慮：18 dB（都市密集部），15 dB（準都市部），12 dB（郊外地）
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オに対して1,280 MHzと1,720MHzの所要周波数帯域幅が必

要であると結論づけられた．さらに複数の事業者の市場参

入を想定した場合は，より大きな周波数帯域幅が必要とな

ることも示されている．例えば，事業者数が3の場合は，

低ユーザ密度設定の場合で1,560MHz，高ユーザ密度設定の

場合で1,980MHzがそれぞれ必要となる．これらの技術的

検討結果は，ITU－R レポートM.2078として2006年9月の

ITU－R SG8（Study Group 8）で承認され発効されている[5]．

以上の技術的検討結果は，2010～2020年の移動通信市場

に必要な周波数帯域幅を算出したものであり，すでに割当

て済みの周波数帯域幅については考慮されていない．そこ

で，ITU－R WP8Fでは，WRC－07での新規周波数割当ての

議論に向けて，すでに割当て済みの周波数帯域幅について

の検討を行った．すでに移動通信に割当て済みの周波数帯

域としては，IMT－2000に割当てられている周波数のほか，

PDCやGSM（Global System for Mobile communications）な

どの第2世代セルラ移動通信システムで使用されている周

波数や，各国が独自に割り当てている周波数がある．これ

らの既存割当て周波数帯をすべて考慮すると，国ごとに新

規割当ての周波数帯域幅を算出する必要が生じる．そこで

ITU－R WP8Fでは，「今後IMT－2000の普及が進むこと」，

「IMT－2000などの移動通信においては国際ローミングなど

の点で世界共通に使用できる周波数帯の意義が大きくなる

こと」を考慮して，グローバルにIMT－2000に割当て済み

の周波数帯域幅のみを既存周波数として扱うこととした．

そして，各国が国内事情に合わせて独自に割り当てている

周波数帯については既存割当て済みの周波数として扱わな

いこととした．IMT－2000に割り当てられているグローバ

ルな周波数帯は，ITUの各地域（第1～第3地域まである）

で一部異なっている．そのため，WRC－07において新規割

当てを議論する所要周波数帯域幅については，各ITU地域

における既存割当て周波数帯域幅値を差し引いて，それぞ

れのITU地域に対応する3つの所要周波数帯域幅値を算出

し，これらをCPM（Conference Preparatory Meeting）＊4レ

ポートに記述することとした．これを表5に示す．CPMレ

ポートのページ数の制限により，実際のCPMレポートには，

事業者数1とした場合の基本需要についてのみ記述するこ

ととし，複数の事業者を想定した場合についてはITU－Rレ

ポートM.2078を参照する旨の記述をすることで合意した．

その結果，WRC－07の事前検討に使用されるCPMレポ

ートには，1事業者のみを想定した場合でも，高ユーザ密

度のシナリオにおいて，1,027 MHz（第1地域），997MHz

（第2地域），971MHz（第3地域）の新規周波数割当てが必

要であることが明記された．そして，高ユーザ密度および

低ユーザ密度のいずれのシナリオにおいても，今後の移動

通信サービスの発展に応じた新たな割当て周波数が必須で

あることが世界共通の認識として示された．

＊4 CPM：WRC準備会合．WRCの準備のために，ITU－R SGの検討結果や
その他WRCでの議論の材料となる事項をとりまとめたWRC準備会合レ
ポートの作成を行う会合．

事業者数

1 2 3 4 5

RATG1

RATG2

合計

1,000

1,000

2,000

1,120

800

1,920

840

720

1,560

880

560

1,440

800

480

1,280

表4 所要周波数帯域幅

（a）低ユーザ密度設定の場合 （単位：MHz）

事業者数

1 2 3 4 5

RATG1

RATG2

合計

1,200

1,300

2,500

1,120

1,120

2,240

960

1,020

1,980

880

880

1,760

880

840

1,720

（b）高ユーザ密度設定の場合　　　 （単位：MHz）

第1地域
（欧州，アラブ，アフリカ）

第2地域
（南北アメリカ）

第3地域
（アジア太平洋）

ユーザ
需要設定

総所要周波数帯
域幅

IMT－2000に
割当て済み帯域幅

新規追加周波数
帯域幅

IMT－2000に
割当て済み帯域幅

新規追加周波数
帯域幅

IMT－2000に
割当て済み帯域幅

新規追加周波数
帯域幅

低ユーザ密度

高ユーザ密度

1,280

1,720

693

693

587

1,027

723

723

557

997

749

749

531

971

表5 新規追加周波数帯域幅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：MHz）

04-14_帯域幅  07.4.2 10:04 AM  ページ 65



66

4. あとがき
ITU－R WP8Fで合意された所要周波数帯域幅の算出

結果に関して，関連する勧告およびレポートの概要，

ITU－Rでの所要周波数帯域幅の算出方法，さらに具体

的なパラメータ値の決定に向けた審議経過および検討

結果を概説した．今後はこの結果に加えて，現在の周

波数帯域使用状況および他の無線業務との共用の可能

性を考慮して，周波数の実際の割当て可能性の検討や，

導出された所要周波数帯域幅の収容に適した周波数帯

の選定作業など，周波数の新規割当てに向けてより現

実的な議論が行われる予定である．
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